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□ごあいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境経営理念

　環境保全への行動指針

１ ．環境関連法規制や当社が約束したことを遵守します。

２ ．創意工夫による省エネルギーにより二酸化炭素排出量の削減に努めます。

３ ．廃棄ロスをなくす等廃棄物の発生抑制につとめ、食品リサイクル率の維持向上に努めます。

４ ．適正な利用により水使用量の削減に努めます。

５ ．洗浄剤や殺菌剤などの適正管理に努めます。

６ ．安心で安全な商品を効率よくタイムリーにお客様にお届けします。

７ ．全従業員への環境経営方針の理解と周知を行い環境保全の意識の高揚を図ります。

８ ．地域や関係団体の環境活動に積極的に参加します。

９ ．エコアクション21の認証・登録の実現

代表取締役社長

　石倉製麺所は社是である「きれいな麺」「おいしい麺」を旗印に100年を超える時を
歩んできました。
　創業当時から良い製品を創り出すことに邁進し、お客様からの声に耳を傾け、ニー
ズに応じた製品を提供し続けてきたことで現在の姿に成長することができたと考えて
います。
　今後も麺という基本を守りつつ時代の変化に対応をした商品をつくり上げるという
努力を継続しエコアクション21の活動を通じて食資源の有効活用と環境保全に取り組
み、持続可能な社会の構築に貢献をする最善の商品作りのさらなる飛躍を目指しま
す。

環 境 経 営 方 針

　弊社は食の安心・安全を最優先事項とすると共に法令遵守を企業理念としております。
　本業の食品の生産を通じて気候変動等地球規模の問題や地域の課題の解決に向けて自主
的・積極的に取り組みます。
　安心・安全な製品をお客様に届けるため働きやすい職場づくりを進める中で、創意工夫
による衛生管理の徹底と効率的な生産を目指して、全従業員が一丸となって継続的な改善
活動に取り組んでまいります。

制定日：

　

石倉　悟

2023年1月1日
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更新日：
（１） 名称及び代表者名

有限会社石倉製麺所
代表取締役 石倉 悟

（２） 所在地
本社 新潟県上越市南本町3-7-9
第二工場 新潟県上越市大字寺町10-1

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先
責任者　 第二工場長 関沢　法子 第二工場 TEL：025-523-2122
担当者 製造課 武田　唯征 第二工場 TEL：025-523-2122

（４） 事業内容

コンビニエンスストア・量販店向けの麺類の企画・開発・製造、学校給食向け麺類の製造

（５） 事業の規模
売上高 百万円

従業員　　　　　 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 7 月 1 日 ～ 6 月 30 日
活動期間 1 月 1 日 ～ 3 月 31 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 有限会社石倉製麺所
対象事業所： 第二工場

段階認証： 本社(2026年までに登録認証予定）
活動： コンビニエンスストア・量販店向けの麺類の企画・開発・製造、学校給食向け麺類の製造

□事業や製品（商品）の紹介
コンビニエンスストア向け麺類の企画・開発・製造
学校給食向け麺類の製造
量販店向けの麺類の企画・開発・製造

本社
12

744

5,116

2023年5月24日

14,522
328

組 織 の 概 要

第二工場
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更新日：

代表者

内部監査員

環境管理 責任者

環境事務局

・環境経営計画達成に向けた取組の実施と報告

各部門担当者

・従業員に対する教育訓練の実施

・環境関連法規等の遵守への取組を実施
・環境上の緊急事態対応の訓練または試行の実施および記録

・環境経営の実施と管理

全従業員

環境事務局

対象者

・環境経営レポートの確認

・環境経営目標と環境経営計画書の承認

代表者（社長）

・環境管理責任者の補佐と会議の事務局
・環境活動の各種帳票の作成と実績の集計

経営者会議

・環境関連法規等取りまとめ表の遵守評価と承認

・環境に関する実行責任者

・環境経営目標と環境経営計画書の確認

・環境活動の実績を確認と評価
・問題点の是正または予防の策定と指示

・環境上の緊急事態対応手順書の作成

・環境経営の実施体制の構築
・環境経営の必要な経営資源の準備
・経営における課題とチャンスの明確化

・環境経営目標と環境経営計画書案の作成
・環境経営レポートの作成と公開
・環境関連法規等の取りまとめ表の作成及び最新版の管理
・環境関連の内部および外部のコミュニケーションの窓口

・環境経営計画の審議

2023年3月1日

環境管理 責任者

・環境上の緊急事態対応手順書の承認

関沢

社長

内部監査員 ・環境に関する内部監査の計画と実施
・環境に関する内部監査結果の報告

石倉悟

・環境経営方針の策定と見直し

・全体の評価と見直し・指示

・経営者会議の招集

・環境経営方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

兼村

・環境経営方針の周知

・環境活動の取組結果を代表者への報告

環境経営組織及び役割・責任・権限

・環境経営に関する統括責任

・問題点の是正または予防の実施

・決められた事を守り、自主的に積極的に環境活動への参加

経営者会議

工場長

・環境経営レポートの承認

副工場長

製造課 武田

役割・責任・権限

総務課

大島

工務課

芦野

製麺課

小栗

製造1課

斉木

製造2課

斎川
開発課

深沢

全従業員

品質管理課

五十嵐
生産管理課

北原
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単位

kg-CO2

※二酸化炭素排出係数 kg-CO2/kWh 東北電力（株）の2021年度調整後の係数　

✕
〇

〇

✕

〇

〇

〇
〇

〇

○
〇

〇
〇
〇
✕
✕

〇

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

#REF! 178,149

環境経営目標及びその実績

※食品廃棄物の発生抑制・再生利用率の向上に関する目標（リサイクル率）は食品リサイクル法に基づき
通年の取組であり全期間を活動期間として評価する

㎥

都市ガスによる二酸化
炭素削減

15,093

0

0

0

410

97%

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

36,809

活動期間

　熱回収量

　再生利用以外の量

98%

　減量量

水使用量

2022年 2023年

84,304

82,469

0

182,291

％

14,080

原単位

廃プラの削減

341,837

原単位

食品廃棄物の発生抑制・
再生利用率の向上

1,180 1,1691,168

主な環境負荷の実績

1,720　廃棄物処理量
食品再資源化実施率

75,185

　産業廃棄物排出量 #REF!

ｔ　一般廃棄物排出量 #REF!

0

0

　再生利用量

0

0

kg

1,835

1,968,889

97.0%

使用水の削減

97.0%

172,805178,149 176,368

92.3%

2,006,567

1,156
257

環境に配慮した製品・
サービスへの取組

kg/百万円

㎥/百万円 20.864
基準年度比

20.655

食リ法目標

20.446
113.4%99.0% 98.0%
42,158

化学物質の適正管理

95%
48%

174,586

行動目標（次項による）

行動目標（次項による）

20.238

基準発生原単位

98%
50%

廃棄物排出量

2020年度

二酸化炭素総排出量

項　目

606,035 141,510

0

73,465

0

　発生量
　発生抑制量

#REF! #REF!

15,503

0

4,452,294

kg

4,400,286

538,289

42,158

0.488

㎥

965,497

2021年度 2022年度
2022年度1月～3月
(2023年1月～3月)

#REF!

食品廃棄物

#REF!

98%

332.727

99.0%

2,009,484
479,149

98.0%92.8%
449,049

329.327

98.0%

3,782,954

活動期間

182,291

98.0%
95%

98%

20.113

240

kg-CO2/百万円

2,029,782

392.747 372.000

483,989
1,989,187

336.158

260

（目標）

677.7

37,181

384.813

1,145

97.0%

1,737,494

3,581,426

kg-CO2/百万円 396.715

99.0%

基準年度比

3,784,827 3,746,979

97.0%

活動期間 689,187

338,315活動期間

kg-CO2 1,755,045

2024年
（目標）

670.8

1,702,394

682,087

1,719,944

664.0

評
価

kWh 3,538,397

2021年

338,418

電力による二酸化炭素
削減

売上高原単位

活動期間

基準年度比 99.0% 99.0% 98.0% 97.0%
kWh/百万円 691.6

上記二酸化炭素排出量合計

388.780原単位

99.0%

3,709,131

基準年度比

（目標） （実績）（基準値)

基準年度比

kg-CO2

13.9

684.7

3,503,013

1,776,387

192

自主目標

kg

99.0%

kg-CO2

3,432,2453,467,629
682,295

95%

343.018 339.588

3,671,282
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□環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画
数値目標：○達成　×未達成
活動：〇よくできた　△まあまあできた　✕できなかった

電力による二酸化炭素削減

2021年

2022年

都市ガスによる二酸化炭素削減

2021年

2022年

△

取り組み計画

・エネルギー効率の高いエアコンへ更新 ○

4月 7月

81,220

0

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

2月

76,775

241,091
247,198 284,755

433,373

78,184
7月

〇

11月

■評価
　年度で1.1％削減。
　活動期間内では7.2%削減と大きな成果があった。
　ボイラーの運用の改善による従業員の意識向上が大きい。
■次年度
　運用方法の定期的な見直しで取組の継続をする。

371,302 287,863

○

69,202

3月

71,104
67,51477,614

85,649 90,748

・ガスポイラーを優先的に使用する
・蒸気配管の蒸気漏れの点検

達成状況

423,473
250,763

■数値目標

293,407

80,865

335,145
431,291

○

　

8月
81,97284,478

5月 6月4月

64,489
84,443

10月 12月 1月
75,340

5月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

達成状況

357,635

86,67881,390

・室温の適温化を徹底（冷房28℃暖房20℃）

434,696

　

8月

■数値目標 ✕

　

■評価
　年度で1.0％増。活動期間内では1.0%削減 。
■次年度
　取組成果が出ているので次年度へ課題を継続する。

　

達成状況

取組結果とその評価

72,300

246,523

75,198

10月9月

69,202

237,470

9月

296,814 237,590 246,523348,699

取組結果とその評価、次年度の取組計画

12月 3月11月
230,540212,124

232,614 236,109 208,508

6月 2月

84,990 75,120
78,941

1月

75,340

0

200,000

400,000

600,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

電力（kWh） 2021年 2022年

0

50,000

100,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

都市ガス（㎥） 2021年 2022年
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廃プラの削減

2021年

2022年

再資源化実施率

2022年

使用水の削減

2021年

2022年

17,474

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

90

取組結果とその評価、次年度の取組計画

12,414
14,049

97.9% 98.2% 97.9% 97.6%
4月 5月 6月 7月 8月

15,695 16,305 16,841

4月

79

6月

14,403 14,20814,419

98.5%

17,707
17,512 13,547

12,124
7月

100 100
90

97.4%

13,940 15,732 17,033
14,416

10月
80100 100 80

■評価
　年度で0.9％削減。活動期間内では7.7%削減。
■次年度
　食品容器が起因する廃棄が多く今後の対策が必要。

12月9月

○

8月

16,064 14,832
14,69318,092 12,64312,37613,921

80

8月

△

達成状況

5月

・水配管の漏れの点検 ○

・3S（整理・整頓・清掃）活動の徹底

・使用方法の従業員教育 ○

■数値目標 〇

90 120
110
110

○

130
120

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

※活動期間は2022年度1月～3月(2023年1月～3月)である

70
90

・在庫管理の強化による不良在庫削減

・生産数量の精度の向上

食品廃棄物の発生抑制・ 再生利用率の向上

100 100

97.0% 97.1%
9月 10月

○
✕

・節水ポスターの掲示
数値目標

4月 7月

・在庫管理の強化による不良在庫削減 ○

達成状況

△

90

■数値目標

6月

達成状況

・作業ミスによるロスの削減
△

120

5月

100

1月11月

3月

■評価
　年度で2.3％増。活動期間内で13.4％増
　従業員への意識啓発を行えたが商品が多品目になり設備の待
機時間が増えた事が原因。
■次年度
　生産体制に併せて削減の取組を検討をする。

9月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

1月12月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

2月

■評価
　自主目標95.0％以上を達成。
　だが、商品の改廃による不安定な作業が起因の廃棄が散見さ
れる。
■次年度
　取組を継続して行う。

98.2% 97.3% 97.4% 97.3%

10月 11月

12月 1月 2月 3月11月

90

2月 3月

0

5,000

10,000

15,000

20,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

使用水（㎥） 2021年 2022年

0

50

100

150

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

産業廃棄物（kg） 2021年 2022年
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化学物質の適正管理

環境に配慮した製品・サービスへの取組

法的義務を受ける主な環境関連法規制は次の通りです。

空気圧縮機、送風機

浄化槽

※環境関連法規制等の遵守状況を自主評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。
なお、違反、訴訟等はありませんでした。
※食品リサイクル法の事業者ごとの基準実施率は達成しています。

取組結果とその評価、次年度の取組計画

■評価
　薬剤のＳＤＳからPRTR物質の該当品を特定。使用量を把握し
た。
■次年度
　継続をして記録と管理を行う。

適用される法規制

煮湯設備、洗浄設備

○

食品リサイクル法

○

■評価
　QCS管理システムの試験運用を開始した
　一部商品にて簡易包装の試験生産実施した
■次年度
　継続して検討と実施を行う。

・QCS管理システムの試験運用・DX構築 ○

・顧客クレーム削減 △
　

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

・簡易包装(トップフィルム)の検討

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

　

省エネ法 特定事業所

危険物の保管
業務用空調機、冷凍庫、冷蔵庫

消防法（危険物）
フロン排出抑制法

食品廃棄物
一般廃棄物、産業廃棄物（動植物性残さ、廃プラ、汚泥、廃油等）廃棄物処理法

上越市
生活環境の保全等に関する条
例

油水分離設備、し尿浄化槽、ボイラー

揚水設備(地下水)

騒音規制法
振動規制法

浄化槽法
水質汚濁法

容器包装リサイクル法

空気圧縮機

容器包装

新潟県
生活環境の保全等に関する条
例

達成状況

・ＰＲＴＲ物質の把握・記録・管理
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緊急事態の想定：
■実施日：
■参加者：

■実施内容： □ 通報訓練□ 消火訓練☑ 避難訓練

■評価： 手順書の変更の必要性 □ あり ☑ なし

■実施状況の様子

実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 □ 変更なし ☑ 変更あり 実績を踏まえて見直すこと
実施体制他 ☑ 変更なし □ 変更あり

その他 ☑ 変更が必要な要項は認められなかった □ 変更あり

火災の発生
2022/6/8～6/7（2日に渡り実施）
日勤勤務者および夜勤勤務者（152名）

■働き方改革に伴う人材への負荷軽減に合わせて生産体制の改善と取扱商品の拡大により使用水
の削減が目標値の達成が出来なかったため従業員への生産性向上の意識啓発や生産性向上ため
に何かしらの対応が必要です。

■緊急事態訓練を実施をしていましたが通報訓練への認識不足あり訓練計画の策定と周知を行う。

■EA21構築中の短い活動期間でしたが成果は得られました。
　特に都市ガスによる二酸化炭素削減は期待以上の結果でした。
　今後の従業員の意識向上とエネルギー使用量の削減活動に期待をしたいです。

緊急事態対応の試行・訓練

代表者による全体の評価と見直し・指示
2023年4月14日
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